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「民間に移行」
「URの役割終わった」

UR住宅の「売却・削減」方針
おしすすめた

力あわせてストップを

　前原誠司・国交大臣は「ＵＲ住宅は解体的見直し」をすると国会な
どで何度も発言。４月２７日の衆院国土交通委員会で民営化を検討対
象にすると明言しています。

　ＵＲ住宅の民営化は、もともと自民・公明政権からの懸案でした。
07年には民営化をめぐり緊迫した状況になりましたが、国民のつよい
批判で先送りとなり、それに代わり独立行政法人の「整理合理化計画」
が閣議決定され、団地の売却、住宅の削減がすすめられています。
東京・日野市の高幡台団地では、耐震強度不足を看板に、一方的
に住民を追い出し、団地棟の取り壊しと住宅の削減が強行されようと
しています。
　菅・新政権は自民・公明政権がやれなかった民営化の道に踏み出
そうとしているのです。

　政府の「事業仕分け」第２弾（4月）は、ＵＲ（旧公団）住宅の「市場家賃部分は民間に移行」
とし「民営化」の方向を打ち出しました。すべてのUR住宅が市場家賃なので、このままで
は民営化されます。「もうけ優先で家賃が上がるのではないか」、「民間に売却され、追い
出されるのではないか」など住民の不安が高まっています。

●日本共産党は６月１７日、国交省にたいして、「ＵＲ住宅は民営
　化するのではなく、公共住宅として充実させること」などを要
　望しました。
●全国のＵＲ住宅を当面１０年間で５万戸削減する政府やＵＲの
　方針・計画は中止すること。
●家賃値上げの「延期措置」を継続し、家賃値上げはおこなわ
　ないこと。３年ごとの値上げや民間並み家賃はやめ、負担能力
　を考慮した制度に改めること。
●高齢者や障害者、子育て世帯、若者などへの家賃軽減や支援
　策を講じ強めること。

●定期借家契約制度の導入は中止・撤
　回させること。

　日本共産党の穀田恵二・衆院議員は、５月１８日の衆院国土交通
委員会で「（事業仕分け結果には）住宅政策の視点がまったくない」
と批判し、「居住者の立場に立った見直しをすべきだ」と要求。前原・
国土交通大臣は「全体を民営化するということになったら…切り捨
てられるのではないか、出ていけと言われるのではないか、家賃が
上げられて結局住めなくなるのではないかという不安を持たれるの
は、至極まっとうなご意見」と認めながら、「仕分け結果で指摘され
たことを真摯に受け止める」と答えました。
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日本共産党が発表した見解を紹介します。ご意見・ご感想をおよせください。

日本共産党中央委員会
〒151-8586　東京都渋谷区千駄ヶ谷４-26-７　ＴＥＬ03（3403）6111（代表）　ＦＡＸ03（5474）8358
●ホームページに政策を掲載しています。　http://www.jcp.or.jp/
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「住まいは人権」の立場で

いっかんして

菅政権「消費税10％を表明」

UR住宅問題を国会でとりあげてきた
日本共産党を伸ばしてください

大企業減税をおこない消費税増税で
その穴埋めをすることに反対です

住宅・居住環境を守り改善します

日本共産党
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①国民の住まいに対する権利の規定

②耐震性や居住スペース（広さ）など
　居住・住環境の守るべき水準の明記

③適切な家賃負担を決めるとともに、
　家賃補助制度を創設する

④公共住宅を量・質ともに改善する

⑤国民の居住権を守るための
　国・自治体や住宅関連業者、
　金融機関などの責務を明確にする

住宅は、生存と生活の基盤です。
格差と貧困をなくすためにも、住まいの不安をなくし、安心できる居住環境をつくることが求められています。

日本共産党は、住宅確保をもっぱら個人責任とする現在の住宅政策を転換し、
国民の居住の権利を明確にし、その保障を基本とするよう
「住生活基本法」（「住宅基本法」）を改正します。

その内容としては、

参議院選挙は、
2回の投票があります。 ※候補者個人名でも投票できます。

選挙区選挙の投票は
候補者名を書きます

参議院選挙
制度解説

1回目 比例代表選挙の投票は
政党名を書きます2回目


